
ぱぱっと（Papatto）AI スコア 利用規約 

 

第 1 条（サービス） 

(1) ぱぱっと（Papatto）AI スコア（以下、本サービスといいます。）とは、ネットビジネスサポート株式会社（以下、当社といい

ます。）が、利用を希望するお客様（以下、ユーザといいます。）からの受領した、過去の成約情報を AI 分析・スコアリングす

ることにより成約の確度の高い見込み客を見つけ、その企業情報を提供するサービスのことです。 

(2) 本サービス提供の具体的な事項に関しては、本サービスの開始に先立ち、別途、ユーザと当社が締結する利用契約（以下、

個別契約）に記載するものとします。 

 

第 2 条（契約） 

(1) ユーザと当社は、第 1 条 第 2 項の個別契約を締結することにより、本規約を順守することに合意したものとします。 

(2) 当社は、個別契約に記載された内容に従って、本サービスを提供するものとします。 

(3) 当社が個別契約に記載された納品物を納品し、かつ、ユーザからの検収書を受領した時点で、ユーザと当社との個別契約は

終了したものとします。 

(4) 当社は、必要に応じ、本規約の内容を追加、変更、削除等改定することができるものとします。また、改定したことおよびその

内容については、当社サイトの画面上もしくは当社が選択する方法で通知するものとし、当該通知時点以降は、改定された

本規約の定めが適用されるものとし、ユーザはこれに同意するものとします。 

 

第 3 条（利用金額） 

(1) 本サービスの利用金額およびその支払い方法は、個別契約の通りとします。 

(2) ユーザは、遅滞なく前項による支払いを履行するものとします。 

 

第 4 条（責任の範囲） 

本サービスの提供において、当社の故意または重過失によりユーザに損害が発生したときは、当社の賠償の責任は個別契約に

係わる契約金額を上限とします。 

 

第 5 条（解除） 

当社は、ユーザが次の各号のいずれかに該当すると合理的に判断したときは、ユーザへの催告することなく、個別契約を解除す

ることができるものとします。 

① 本利用規約および個別契約に違反したとき 

② 支払の停止または支払不能の状態に陥ったとき、または自ら振出しに係る手形もしくは小切手が不渡りになったとき 

③ 差押え、仮差押え、仮処分もしくは競売の申立て、または公租公課の滞納処分を受けたとき 

④ 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始もしくは特別清算の申立てがあったとき 

⑤ 解散を決議し、または解散したとき 

⑥ 合併、事業譲渡、株式分割等のほか資本構成に重大な変更を生じる取引がおこなわれたとき 

⑦ 監督官庁から営業停止、営業免許もしくは営業登録の取消し処分をうけたとき 

⑧ その他前各号に準ずる事由が生じたとき 



第 6 条（知的財産権等） 

(1) 本サービスの、もしくは本サービスに付帯する著作権、商標権、ノウハウ等その他一切の知的財産権は、当社に帰属します。 

(2) ユーザは、前項の知的財産権の使用を希望するときは、当社の許諾を得なければならないものとします。 

 

第 7 条（反社会的勢力の排除） 

ユーザは、ユーザまたはその役員、実質的に経営権を有する者が、次の各号のいずれにも該当しないこと、また、関与していない

ことを表明し、保証するものとします。 

① 暴力団、暴力団員、暴力団関係企業 

② 前項のほか、反社会的勢力に該当する集団または個人 

 

第 8 条（損害賠償） 

 ユーザが本利用規約および個別契約の定めに違反したことにより、当社に損害が生じたときは、ユーザは、その賠償の責を負担す

るものとします。 

 

第 9 条（機密保持） 

当社およびユーザは、個別契約に関連して知り得た相手方の業務上の機密情報について、厳に秘密を保持し、相手方の事前

の書面による承諾がない限り、これを第三者に開示もしくは漏洩してはならないものとします。これに関しての詳細は別途、当社お

よびユーザとの間で、NDA 契約（機密保持契約書）を締結するものとします。 

 

第 10 条（個人情報） 

 ユーザは、本サービス利用において個人情報を得たときは、プライバシーの尊重と個人情報の保護に十分留意し、適切な方法で

の利用および管理をしなければならないものとします。 

 

第 11 条（協議） 

 本利用規約および個別契約に定めのない事項または本利用規約および個別契約の定めの解釈につき疑義が生じたときは、双

方、誠意をもって協議を行い、円満に解決を図るものとします。 

 

第 12 条（準拠法および裁判管轄） 

 本利用規約および個別契約につき紛争が生じたときの準拠法は日本国法とし、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とします。 
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